
環境共生技術を考えるとき、20世

紀後半での世界の動きが非常に大きな

ポイントになろうかと思います。

1960年代は世界的に好況の時代

で、経済が大幅に拡大をし、わが国も

高度成長を遂げましたが、それに付随

して、水俣病や川崎病、四日市病など

さまざまな公害問題が出てきました。

一方、世界的には、その当時から地

球の容量限界に基づくいろいろな問題

に注目する動きが出てきました。1968

年にイタリアのオリベッティの副会長

であった故ペッチェー氏が、地球規模

の問題の解決を図ろうと、世界の人々

に呼びかけてつくったローマクラブも

そのひとつです。つまり、この当時か

ら、いかにして地球の自然的な容量と

文明を共存させるかがわれわれの抱え

る大きな問題であるという認識で、現

在まで来たわけです。

しかし、文明の中には必ず拡大の要

請があります。われわれは1つの目標

意識を持って今まで動いてきました。

最近では、中国をはじめとした途上

国の経済の発展は急速ですし、アジア

の諸国も同じような状況です。人口の

増加の勢いはかなり鈍りましたが、依

然として増加の方向にあることは間違

いありません。

こういった途上国の人口、経済の発

展を見た場合、これをまったくゼロに

抑えてしまうことは実現不可能といっ

てよいでしょう。また、物を度外視し

た考え方も現実的ではありません。実

際に途上国が要求しているのは、食べ

る物や消費財という、まさに物を中心

とした文明です。これを単純に、省エ

ネルギー的、省資源的な文明にしよう

といったところで、現実的には意味が

ないといえるでしょう。

こうした状況を見ても、この分野に

おいて量の拡大が必要であることは明

らかです。一方で地球そのものの容量

は、少なくとも今までのやり方では限

界があるのも事実です。

では、どうしたらよいかといえば、

今まで使っていなかった空間を使うし

かありません。われわれは今まで地球

の表面を二次元的に使ってきました。

それを、三次元、具体的には宇宙、あ

るいは地中の開拓を進めて量的拡大を

図っていくしかないのです。

もう1つは質的拡大です。われわれ

の持っている文明の質を向上させ、そ

れによってわれわれ自身がより高い生

活を実現するということ。これに一番

近いコンセプトが循環社会です。循環

社会のコンセプトの中には、これ以上

増やさないという意識がありますが、

同時に質の拡大が起きなければいけま

せん。質の向上があるとなると、そこ

では単なる循環というよりも、効率化

が必要だろうと思います。

質の拡大は循環社会というコンセプ

トで捉えられていますが、これを歴史

的にみると、ドイツの動きがおそらく

一番明確に出ているのではないかと思

います。

ドイツでは、70年代に廃棄物が非
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常に増えて、これをいかに処理するか

に法体系が集中しました。80年代に

なると、出てきた廃棄物を処理するの

ではなくて、出さない、いわゆるリデ

ュースの概念をもっと強く押し出す形

に法令の精神が動いていきます。90

年になると、それをより積極的にして

循環させるという考え方になり、包装

リサイクル法が90年の初めに出て、

それをベースにして循環経済法が90

年代の半ばに成立しました。

日本はそうしたドイツの流れを横目

に見て、80年代から急激に法制度を

整備してきました。90年代に入って

包装リサイクル法、90年代後半には

家電リサイクル法が整備され、それに

基づいて2000年に循環社会形成推

進基本法ができ、今年3月にそれに対

応する基本計画がつくられました。

このように、日本も循環社会という

方向へ動こうとしていますが、これを実

現する方策として3つあると思います。

まず、資源の循環利用の促進です。

従来からのリユースあるいはリサイク

ルに、リデュースを一番大きなものと

してつけ加えたことは循環社会のコン

セプトのポイントです。

2番目はエネルギー資源の効率化で

す。わが国の場合、化石燃料、その他

のエネルギーソースといった一次エネ

ルギーを変換して、電力や石油製品と

いう形にして使っていますが、その最

終エネルギーは一次エネルギーの約3

分の1しか使っていません。これは、実

にもったいない話です。この効率をい

かに上げていくかが大きな問題です。

今回、提出された循環社会形成推進

基本法に対する基本計画では、3つの

数値目標が出ています。その1つが、

効率化の指標です。ここでは、エネル

ギーや資源すべてを含めて一次投入さ

れるものの量と、それによってつくら

れる経済活動（GDP）の比がどのく

らいになるのがよいかを具体的なター

ゲットとして掲げています。もちろん、

その比ができるだけ少ないほうが望ま

しいわけですが、いずれにせよ、効率化

が今後の社会を見た場合の大きなポイ

ントになることは間違いありません。

3番目は自然の利用で、特に問題は

エネルギーです。日本も世界の国々も

80％以上を化石燃料に依存していま

す。これをフロー型の自然エネルギー

の利用に変える。自然エネルギーをど

のような形でうまく使っていくかがポ

イントだろうと思います。

これについては、昨年、RTS法と略

称される新エネルギー推進の法律が制

定され、電気事業者は自分のつくるエ

ネルギー、電力の一定比率を自然エネ

ルギーからつくる、あるいはつくった

ものを買わなければいけないことにな

りました。しかし、法律ができたから

といって、すぐに問題が解決するわけ

ではありません。やはり具体的にどの

ような形でこれを拡大していくかとい

う方策が必要です。

この2番、3番を拡大することが、結

局は循環社会、環境共生社会の形成に

一番のポイントとなると考えています。

ここで、エネルギーについて申し上

げたいと思います。

温暖化問題が出てきて、CO2の発生

を抑えることが現在世界的な要請にな

っています。その際、よく言われるのは、

産業革命以前の280ppmの倍ぐらい

までに大気中の濃度を抑えようという

考え方です。それを実現するためには、

世界のエネルギーの構成はどの程度に

なればよいかがしばしば議論されます。

私どもの研究所で検討した結果によ

ると、多くのCO2がエネルギーから出て

います。比率的には、現在はカーボンオ

リエンテッドなエネルギーを使ってい

ます。CO2を今後減らしていかなければ

なりませんが、エネルギーはこれからも

使うわけですから、エネルギー消費そ

のものも増えていきます。この増加分

をも考慮して脱炭素が必要ですが、こ

れを何でやるのかが問題です。

これには、3つの方策が考えられま

す。1つは、出てきたものを何らかの

形で処理をするという従来型の公害技

術。2番目がCO2を出さないものを増

やそうというリデュース型の技術。3

番目が効率化です。

将来を考えた場合、地上で自然エネ

ルギーを大規模に利用するのは面積か

らいって非常に困難です。そこでよく

言われるのは、約3万キロの宇宙空間

に衛星を上げて、そのエネルギーを地

上に送って利用するという方式で、俗

にSSPSと呼ばれています。ただし、

これはまだSF段階です。宇宙に打ち

上げるだけで大変なお金がかかります

し、まして大きな構造物を組み立てる

となると、莫大な労力も技術も必要で

す。とはいえ、将来を考えればやはり、
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こういったイメージを持っておく必要

はあるでしょう。

今後、私は基本的には2つのタイプ

の技術の組合せが必要だろうと思って

います。

1つは従来の技術。今まで使っていた

技術を何らかの形で改良し、手を加えて

使うタイプのもの。もう1つは、抜本的

な技術、長期的な対応をする技術です。

従来の技術に問題があるとすると

き、われわれは往々にして一足跳びに

新しいものをやりたくなります。その

典型が車です。1972年に環境省が

でき、車のNOx規制は非常に厳しく

なりました。これを実現するために、

自動車会社が一斉に手がけたのはエン

ジンの改良でした。NOxをできるだ

け発生しない、いわゆるリデュース型

の技術をまずやろうとしたのです。

これは一見、成功したように見えた

のですが、1980年ごろになって結

局、何が使われるようになったかとい

うと触媒技術でした。出てきた排ガス

から触媒によってNOxを取るという

従来型の公害技術、エンド・オブ・パイ

プ・テクノロジーが結局、勝ったのです。

それから30年を経た現在、エンジ

ンに直接燃料を噴射するDFIや燃料電

池を使った車といった、これまでとは

まったく違うタイプのものが出てきま

した。言い換えれば、30年という時

間を要したということです。

このことからわかるように、リデュ

ースという考え方はたいへん望ましい

のですが、最初からCO2を出さないこ

とが現実に可能かというと、非常に難

しいと思います。

温暖化でも同様です。温暖化の対応

策として、従来のCO2を出す化石燃料

から、自然エネルギーや化石燃料でも

比較的水素分の多い天然ガスといっ

た、CO2を出さないものに変えていこ

うとよく言われます。

しかしながら、世界の八十数パーセ

ントが化石燃料という状況を考える

と、これは容易なことではありません。

むしろ直近の技術をまず使っていくほ

うが現実的です。

現在、大きく浮上してきているのが

CO2の回収と貯留という技術です。

そのやり方はいろいろあります。1

つは帯水層と俗に呼んでいる、比較的

ポーラスで水分の多い地層に押し込む

方法。もう1つは、海の中に押し込み、

拡散させる海洋貯留の考え方です。

わが国だけでCO2は年間13億トン

が排出されています。こんなに多量に

出るCO2を捨てるなんて現実的ではな

い、と思われるかもしれませんが、よ

く調べてみると既存技術にかなりあり

ます。炭酸飲料のためのCO2の回収は

その一例です。地中に押し込むことに

ついては、石油増産のために油田中に

炭酸ガス田から出てきた炭酸ガスを押

し込むEORをアメリカでは普遍的に

やっています。

CO2貯留で一番有名なのは、北海の

スライプナーというノルウェーが持っ

ている天然ガス田で、そこの下の帯水

層に年間100万トンのCO2を押し込

むことを5年前から行っています。ま

た、日本でも一部実験的に行われてい

ます。アメリカでも一昨年から、アメ

リカ中部カナダ国境の近くのワイバー

ンで石炭ガス化から出てくるCO2をカ

ナダの油田まで約300キロぐらい運

び、EORに使っています。

今年6月下旬、アメリカのワシント

ンで、こういった技術を世界的に広め

ていこうという政府レベル、大臣レベ

ルの協議「CSLF」（カーボン・シー

クエストレーション・リーダーズ・フ

ォーラムの略）が開かれています。

このように、身近な技術を拡大して

いくことと、SSPSのような長期の技

術を開発することを並行してやらなけ

れば、将来の絵は描けないと思います。

環境行政の将来を考えるときのポイ

ントは都市、街だと思います。街の中で

環境行政をするときに必要なことは、

1つには住宅、建物をどのように環境に

共生させるかということ。2番目は、そ

れに対してどのようにしてエネルギー

を供給するか。3番目が廃棄物の問題。

4番目が街の中での交通の問題です。

これらを全部叶えるにはどうしたら

よいでしょうか。個別のエレメントに

ついて、それぞれの技術を開発してい

くことは確かに必要ですが、その場合、

直近の技術、従来技術の延長からスタ

ートして抜本的な技術の方向に向かう

姿勢を常にとると同時に、トータルな絵

を頭の中に描かなければなりません。

エレメントについてのポイントの1つ

は、建物そのものです。建物は住むこと

と同時に、その創出する資源やエネル

ギーをいかに少なくするか、効率化する

か、あるいは自然を利用するかが大事
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です。世界的には、これについて、いろ

んなタイプでの新しい動きが出てきて

います。

例えば、ドイツのビースバーデン、

ライン川の縁に、パッシブハウスと呼

ばれている単純な縦割りの棟割り住宅

があります。この家の特徴は、外に出

ていく空気から熱回収をし、断熱と換

気だけで、暖房機器を一切省略してい

る点です。われわれの生活の中には調

理、給湯、われわれ自身の体という熱

源があります。それらの外部への流出

を十分抑えることができれば、驚くこ

とに、冬でも家の中は十分暖まるので

す。この住宅は47棟あり、最初から

人が住み、商業住宅として成り立って

います。1棟、2万マルク、約1,200

万円ととても安い家です。

パッシブハウスは直近の技術で工夫

すれば実現でき、現在でもすぐ使える

タイプですが、その逆の例がドイツの

環境で有名なフライブルグにあるアウ

ターキーハウス、つまり自立型住宅で

す。これは、外部からエネルギーの供給

なしですべてやるという住宅で、太陽

電池はもちろん、この家では断熱その

他にあらゆる工夫が考えられています。

南部ドイツのフライブルグでは、夏は

晴天が続くので電気が余ります。その余

った電気で水を電気分解し、水素をつ

くり、その水素を燃料電池に貯めて燃料

電池を動かして電気を冬、供給します。

全エネルギーをここだけで賄うという

この家は、エネルギー技術者の夢の家

と言ってもよいでしょう。ただし、全体

の値段が10億円もする高価な家です。

先の2つの事例の間にあるのは、日本

の科学技術振

興事業団のス

ポンサーでつ

くったローエ

ネルギーハウ

スという北海

道・札幌にあ

る家です。こ

こでは、地面

にパイプを約

10m埋めて、

地中との間の

熱交換をやっ

ています。札

幌のような寒いところでも地面下10m

ぐらいでは約10度あり、1年間ほとん

ど変わりません。したがって、冬はたい

へん暖かく、地中との間で熱交換をす

ればヒートポンプのCOP、つまり成績

検査がうんと上がります。結果的には、

地面から組み上げたエネルギーが全体

の約4割になっています。地面の中は

太陽に暖められた自然エネルギーです

から、ローエネルギーハウスは自然エ

ネルギーを利用した典型例と言えます。

エネルギーという側面で見ると、建

物だけではなく、地域全体という問題

でもいろんな方式が知られています。

例えば、地域熱供給は全体的に非常に

効率が高くなります。これが一番発達

しているのはヨーロッパです。ヘルシン

キでは、街の8割が市で運営をしてい

る発電所の廃熱でカバーしています。

今後考えられるものの1つはマイク

ロ・コージェネレーションです。これ

は家庭に燃料電池を置いて、これによ

って電力を供給すると同時に、廃熱を

使って暖房や給湯に利用しようという

ものです。発電をするためには、最初

に来た燃料から電力に変換する必要が

あります。従来は、この熱電変換効率

が低かったのですが、最近、燃料電池

の改良が進み、効率が非常に上がって

きています。今後の技術の進歩とコス

トダウンがあれば、従来のシステムよ

りもエネルギー効率が高いし、値段も

安くなる可能性は十分にあります。

3番目は、工場廃熱の民生利用です。

工場の廃熱を家庭や集合住宅の給湯や

暖房などに利用しようというコンセプ

トは昔からあり、日本でも製鉄所の廃

熱利用計画は何度もつくられました

が、実現化されませんでした。ところ

がヨーロッパ、例えば、デュッセルド

ルフの北の一角では、石炭火力と化学

工場、製鉄所などの廃熱を共同のライ

ンで住宅に送る方式がとられていて、

これによってかなりトータルのエネル

ギー効率が高くなっています。また、

最近では工場同士が組んで、熱コンビ
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ナートをつくるという新しい試みも始

まっています。

ただしこれらは使えるようになるま

で時間がかかります。したがって、今

目の前にある技術を伸ばしていくこと

がまず重要だと思います。

長期的には、水素社会という問題が

あります。これは、最終エネルギーと

して水素を使えば、われわれの社会は

ゼロエミッションになるというコンセ

プトです。これはたいへん望ましいこ

とではありますが、そこまでの道のり

はたいへん遠く、解決しなければなら

ない問題点がいくつかあります。

1つは、水素は化石燃料からつくっ

ているという実態です。化石燃料から

変換する段階でCO2をはじめ、いろい

ろな問題物質を排出します。したがっ

て、これを自然エネルギーからつくる、

場合によっては核エネルギーからつく

るという方向に変わっていかなければ

いけないでしょう。しかし、これにも

当然、時間がかかります。

2番目は輸送の非効率性です。現在

は1kgの水素を運ぶのに40kg近い入

れ物が必要で、輸送効率という点では

非常に低い。さらに、貯蔵の問題もあ

ります。水素は、まだ社会に使われた

ことがないエネルギー媒体です。これ

を広めた水素社会をつくるために、長

期の技術として総合的にやっていくこ

とが大事だろうと思います。

3番目が都市交通問題です。日本での

車と、汽車や電車、バスなどの公共交通

の輸送分担比を見ると、一貫して車の

比率が上昇しています。これをモーダ

ルチェンジ、逆方向に戻すことは非常

に難しい。ところが、ヨーロッパではこ

れを具体的に街としてやろうとしてい

るところがいくつもあります。例えば、

シュトラスブルグやフライブルグでは、

一度廃止したものを復活させています。

また、街への乗り入れ規制を行ってい

るところもたくさん出てきています。

もう1つは、車自体を変えるという

ことで、電気自動車もこれに含まれま

す。街の中に乗り入れる車としてはゼ

ロエミッションしか認めない、そうす

ると電気自動車しかないということ

で、スイスの観光地やフランスの一部

の街ではこれを実行しています。

燃費を減らす努力も世界的にいろい

ろ行われていて、変わった試みでは慶

應大学の清水教授が開発した「カズ」

という名前のついた電気自動車があり

ます。最大速度300kmという非常に

高いスピードを高い燃料効率で実現さ

せています。

しかし、こういった個別のエレメン

ト以上に、街そのもののコンセプトが

変わることが大事だろうと思います。

それが将来どういうものになるのか。

1つはガーデンシティ、分散型にして

緑いっぱいにするというコンセプトで

す。イメージ的にはオーストラリアの

メルボルン、ノルウェーのオスロなど

の街です。ところが、緑の街は、人間

が住むという面からいえば、分散型で

離れて住むわけですから、交通量も物

質輸送も増えるし、エネルギーも分散

型になり、非常に効率が悪い。

その逆のコンセプトとして、今から

数十年前、ダンツィッヒという数理学

者が提唱した高層建築中心のコンパク

トシティという概念があります。これ

は、高層建築で職住接近型にして、中

にアパートも職場もつくるというコン

セプトです。それに対して最近、建築

家が盛んに言ってるコンパクトシティ

の概念は、これとは違った意味での職

住接近で、中規模あるいは小規模です。

都市学者の伊藤滋さんによると、パリ

の古い市街がまさにそれに当たるそう

です。自分が住み、物が買え、という

小さいコミュニティですべてのものが

回るという形にすれば、トータルとし

ての効率がいいという考え方です。こ

の場合には高層建築は不要です。ただ

し、問題点は面積当たりの人口密度は

高くならない。そこで現在は、中規模

でいかにして良い街をつくるかが中心

になってきているようです。

しかし、現実には、東京をはじめ、

特に途上国の人口100万人、1,000

万人といった大都市がますます人口過

密になっている状況があります。ガー

デンシティ、コンパクトシティという

都市学者が盛んに唱えてきた従来のも

のをいかにしてニーズにマッチするよ

うに変えていくかが今後の最大の問題

だろうと思います。

そういった意味で、将来の都市をど

のような形にすべきかというイメージ

をつくっていくことが今後の環境共生

への努力の中で、ぜひ必要なことでは

ないかと私自身は感じております。

※この文章は、茅先生のご講演を要約した
ものです。
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